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日本列島２０世紀の降水量時系列
の経年的非定常性とその確率降
水量の評価値に及ぼす影響
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Abstract

Asapreparatorystepofmovingpartialdata(samplesize:３１ years)frequency
analysis,thestationaryprocessinobjectprecipitationtimeserieswasassumed,andthe
bestfittingprobabilitydistributionoftheabovedatawassearchedbycalculatingSLSC.
ThisresultedintheselectedPearsonfamilydistributioninmanycases.Next,thetrends
ofmeanandstandarddeviationwereinvestigatedbyusingmovingpartialdata.Here,
linearregressionanalysiswasusedforthedistinctionofthestandardofnonstationarity.
Asaresult,notonlythemean,butalsothestandarddeviationwasfoundtohave
nonstationarity.Therefore,the１０year(non-exceedance)returnperiodvaluesofmonthly,
seasonalandannualprecipitation,andthe１００ year(exceedance)returnperiodvalues
ofannualmaximum dailyprecipitationwereestimated.Themovingpartialsample
frequency analysis proposed here would be usefulfor water shortage disaster
managementandflooddisastermanagement.
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１．はじめに
我が国では河川流量時系列が流域・河道の自然

的・人工的改変による明らかな非定常のために，
特に治水計画においては，降水量時系列の頻度解
析に基づき計画規模（安全度）が決定されてきた。
この際の頻度解析は降水量の経年的時系列特性は
時間的に変化しない，すなわち定常過程という仮
定のもとで行われている。従来，取り扱えるデー
タ数が少なく，非定常性を検証することが困難で
あったことから，便宜上この仮定を認めてきた。
よって，水文統計の頻度解析の分野の研究は，よ
り適合度の良い確率分布と母数推定法を開発し，
計画の基本となる確率降水量を精度良く求めるこ
とが中心であった。
しかし，ここで取り上げた降水量時系列では，

厳密にはこの仮定は成立しない。例えば，長野の
年降水時系列では，１９５０年代中盤以降，それまで
頻繁に観測されてきた１２００mm以上の降水はな
い。ま た，１９８０年 以 降 そ れ まで に な か っ た
７００mm以下の降水が３回もある。一方，浜田の
年最大日降水量においては１９５０年以降日降水量で
２００mmを超える降水が頻繁に発生するように
なっている。いずれも定常とはいい難い変化を呈
している。
我が国の利水計画は１０年に１度の渇水を目標と

している。しかしながら，過去約１００年間でみて
みると，渇水がしだいに短い期間で多発するよう
になってきている。これには，もちろん都市部へ
の人口集中などの原因も考えられるが，降水変化
の影響も存在すると思われる。また，我が国の洪
水は，寒川ほか（２００５）が指摘しているように，
過去約１００年間でみてみると，渇水と同様にしだ
いに短い期間で多発するようになってきている。
これも降水変化にその原因を求めることができる
であろう。
このような背景を踏まえ，かつまた，観測デー

タも蓄積してきた現状から，降水量時系列の変
化，すなわち非定常過程に対応した利水・治水管
理手法，あるいは過去の利水・治水計画の見直し
が求められるところである。
本研究は日本列島に分布する１００年以上にわた

る連続日降水量記録がある５１または４７地点につい
て年，季節，月，および年最大日降水量時系列の
経年的非定常性を確認するとともにそれが明確に
確認できる期間長（標本数）を明らかにし，非定
常性を考慮できる頻度解析，すなわち移動部分標
本（movingpartialsample）頻度解析を行い，対
応する確率降水量の地点別のトレンド等を検討
し，将来の利水・治水計画・管理に参考となる情
報を提供することを目的として行ったものであ
る。すなわち，本研究は最近１００年間を通じた変
化を論じようとしたものである。
なお，降水量の経年変化については，極値降水量

に関しては，Iwashima&Yamamotoの研究（１９９３），
年，月降水量に関しては，Yue&Hashinoの研究
（２００３）等がある。また，年降水量の季節別，地域
別増減傾向については，異常気象レポート２００５
（２００５）に記載がある。しかしながら，これらの研
究では，治水あるいは利水に関する計画・管理問
題を念頭においているものの，確率降水量の経年
変化の評価がされていない。確率降水量の経年変
化については，寒川・西の研究（２００３）がある。
しかしながら，この研究は最大エントロピー分布
のみを対象としており，また適用範囲は長野県内
の５つの気象官署に限られている。従って，本研
究のように，種々の確率分布の対象降雨への適合
度を検討しておらず，また日本全国の確率降水量
の様子も見ていない。
本論文の構成は以下に示す通りである。
２．では，日本各地における各時間スケールの降

水量頻度分布の特徴を捉えるため，降水量の経年
的定常性を仮定して，適合度の良い確率分布を探
索する。
３．では，降水量時系列に存在する非定常性を確

認するために，平均と標準偏差の経年変化を検討
している。
４．では，移動部分標本頻度解析を行い，確率降

水量の経年変化について考察している。
５．では，本研究を纏めるとともに今後の課題

を記述している。

３５６
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２．適合度の良い確率分布の探索
２．１ 対象とした降水量，地点
本研究で分析の対象とした降水量は，１～１２

月・季節・年降水量，年最大日降水量である。尚，
季節降水量は，冬を前年の１２月，当該年の１，２
月，春を当該年の３，４，５月，夏を当該年の
６，７，８月，秋を当該年の９，１０，１１月の総降水
量としている。
各降水量データは，日本の気象観測所で１９０１年

以降，データがそろっている地点（気象庁，２００２）
のもの（１９０１～２０００年の１００年間）を使用した。地
点数は，月，季節，年降水量で５１地点，年最大日
降水量で４７地点である。図１に対象とした地点を
日本地図上にプロットしたものを示す。尚，地域
区分は気象庁の定義によるものである。

２．２ 用いた確率分布モデルと適合度の比較
同じ時間スケールの降水量（月，季節，年，年

最大日降水量等）でも，日本では地域によって降
水量の頻度分布が大きく異なることがある。そこ
で，本研究では月，季節，年降水量に対する候補
確率分布モデルとして，正規分布（NO），対数正
規分布（LN），ピアソンⅢ型分布（PE３），年最大
日降水量に対する候補確率分布モデルとして，グ
ンベル分布（GU），対数正規分布（LN），対数ピ
アソンⅢ型分布（LP３）を採用した。これらの分
布は経験的に水文統計の分野では一般に用いられ
ている（神田・藤田，１９９０，亀田ほか，１９８１）。母
数の数はすべて２個とする。これは母数の数が増
えれば適合度が良くなるので，同じ条件で比較す
るために母数の数を２個に統一した。いずれの分
布も母数推定法には簡単で，かつこの場合精度的
にも十分な積率法を用いた。
候補確率分布モデルの適合度の比較評価法には
SLSC（宝ほか，１９８７）を用いた。SLSCの値が小
さい程適合度が良いことになる。SLSCは適合度
の相対的評価基準としてだけでなく，絶対的評価
にも有用であり，SLSC≦０．０２であれば良い適合
度を示し，SLSC＞０．０３であれば他の分布，他の
母数推定法を試みるべきとされている。また，田
中・宝（１９９９）は全国６８の一級水系における９９地

点の年最大流量資料を統一的な手法で確率評価を
行い，河川流量の満足すべき適合度の基準として
SLSC≒０．０４とするのが適当であるとしている。

２．３ 適合度の良い確率分布モデル
対象地点の各降水量における最も適合度の良い

確率分布地点数を表１に示す。月降水量ではPE
３分布が圧倒的に多い。３，４月の東日本太平洋
側ではNO分布の地点がみられる。５，６月では地
域性はみられないもののLN分布が他の月に比べ
てやや多い。季節降水量でも月降水量ほどではな
いがPE３分布が多い。PE３分布の適合性がかなり
広い範囲で良好であることがうかがえる。年降水
量ではNO分布が最も多い。年最大日降水量では
LP３分布が圧倒的に多い。適合度を絶対的評価の
側からみると，各地点，各種降水量の８割程度が
今回あげた確率分布モデルの適合度が良いという
ことになった。

３．平均と標準偏差の経年変化
３．１ 方法
２．で示したデータにおいて，移動部分標本毎に

３５７

PE３LNNO

４４６１１月
４１９１２月
３３５１３３月
３６５１０４月
３４１３４５月
３７１１３６月
４５３３７月
５０１０８月
４３６２９月
４２８１１０月
４４２５１１月
４０４７１２月
２７１２１２春
３１１２８夏
２６１９６秋
３９７５冬
１７１３２１年
LP３LNGU

３５７５年最大日

表１ 適合度の良い確率分布の地点数
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図１ 対象とした降水観測所の所在地
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平均，標準偏差を算出し，一次回帰分析を行い，
得られた回帰係数を有意水準１％で統計的仮説検
定して経年変化を調査した。非定常性の存在の確
認に一次回帰分析による方法しか行わなかった理
由は，この方法だけで直感的に非定常性の存在の
確認が判断できるからである。なお，厳密には一
次回帰分析による方法は回帰直線からの残差成分
が正規分布することが前提条件であるが，本研究
では簡単のためほぼ正規分布とみなせるとしても
大過ないと判断した。ここで，移動部分標本の長
さは，寒川ほかの研究（１９８６）でヒストグラムが
安定する長さの最小値として提案されている３０年
に一番近い奇数で，それを超える値として，３１年
とした。なお，その研究では２８か所もの観測所で
このような結果が得られており，その普遍性は十
分と考えた。移動部分標本数は長さが３１年で７０個
となる。移動部分標本の長さを奇数としたのは，
期間中央の年に移動部分標本の平均，標準偏差を
プロットするためである。また，ここでは平均，
標準偏差に増加，減少の傾向が見られるかどうか
に重点をおき，増減の大小まで細かく議論しない
ことにする。

３．２ 平均
例として，東京年降水量における，３１年移動部

分標本の平均の変化を原系列とともに図２に示
す。この場合，平均が年々減少していくのがみて
とれる。回帰係数も有意である。いま，x１，x２，
…，xnを規定値，Y１，Y２，…，Ynを確率変数，y１，
y２，…，ynを実現値とするとき，

Yi＝α＋βxi＋εi （１）

εi（i＝１，２，…，n）は互いに独立，N（０，σ２）に従う
という構造を想定する。ここで，α，βは回帰係
数，σ２は｛εi｝の分散である。このとき，｛xi，yi｝

（i＝１，２，…，n）から仮説H０：β＝０を検定するの
が統計的仮説検定である。ここでは有意水準とし
て１％を用いている。このようにして本研究で対
象とした各種降水量の３１年移動部分標本の平均の
増加・減少の傾向を評価した。
以下，統計的仮説検定で有意と判断された各種

降水量の３１年移動部分標本における平均の地域特
性について，簡単に述べていく。ただし，月降水
量は割愛して，季節，年，年最大日降水量のみ記
述することにする。尚，一次回帰の存在が有意と
された地点数を表２に示す。以下で，月降水量に
ついての記述を割愛したのは，その３ヶ月の合計
値が季節降水量に，１２ヶ月の合計値が年降水量
に反映していることと，紙面の都合による理由で
ある。３．３の標準偏差についても同じ理由で割愛

３５９

図２ 東京における年降水量の原系列と３１年移動部分標本の平均の変化（細線
は原系列，太線は３１年移動部分標本の平均，点線はその平均時系列の
トレンドを示す。平均の目盛りは降水量の目盛りと同じである。）
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している。
春降水量では，東北，関東北部，南西諸島で減

少傾向がみられる。東海より西では増加傾向であ

る。夏降水量では，関東，南西諸島に減少傾向が
みられるが，その他は増加傾向である。秋，冬降
水量では，全国的に減少傾向である。年降水量で
は，東北，関東，南西諸島で減少傾向が多い。ま
た，近畿，中国，九州で増加傾向がみられる。年
最大日降水量では，目立った増減の地域特性はみ
られないものの，増加傾向が多い。
平均の増減は時期，地域の特性が比較的はっき

りしている。
尚，ここでは簡明さのため，観測点名の代わり

にそれが含まれる図１に示した地域区分名で平均
値の変動係数を記述しており，以後の他の場合も
同様であるが，地点の空間代表性については一般
に長期間の積算降水量ほど広域代表性があること
が知られてはいるものの，厳密には地形効果等，
別途検討すべき課題が残されている。

３．３ 標準偏差
例として，徳島年降水量における，３１年移動部

分標本の標準偏差の経年変化を原系列とともに
図３に示す。この場合，標準偏差が年々増加して
いくのがみてとれる。回帰係数も有意である。こ
のようにして本研究で対象とした各種降水量の３１
年移動部分標本の標準偏差の増加・減少の傾向を
評価した。尚，統計的仮説検定の結果有意と判断

３６０

図３ 徳島における年降水量の原系列と３１年移動部分標本の標準偏差の変化
（細線は原系列，太線は３１年移動部分標本の標準偏差，点線はその標
準偏差時系列のトレンドを示す。）

表２ 平均及び標準偏差について
一次回帰の存在が有意とさ
れた地点数（全地点数は月・
季節・年降水量で５１地点，
年最大日降水量で４７地点）

地点数
標準偏差平均

３３３２１月
３０４３２月
３４３５３月
３４４０４月
３２３７５月
２８３４６月
４０３５７月
４０３９８月
４０３６９月
３５４７１０月
３０４３１１月
４５４５１２月
３７４３春
３９３７夏
３３４６秋
３０４５冬
３５３７年
３５３８年最大日
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されたものだけを対象とした。尚，一次回帰の存
在が有意とされた地点数を表２に示す。
以下各種降水量の３１年移動部分標本における標

準偏差の地域特性について，簡単に述べていく。
春降水量では，北日本，東日本で減少傾向が見

られる。西日本では増加傾向である。夏降水量で
は東日本，近畿に減少傾向がみられるが，日本海
側では増加傾向である。秋降水量では，西日本太
平洋側で増加傾向が多い。冬降水量では，北日本
太平洋側，東日本太平洋側で増加傾向が多い。年
降水量では，東日本太平洋側で減少傾向が多い。
また，その他で増加傾向がみられる。年最大日降
水量では，東日本太平洋側で増加傾向が多い。
標準偏差は平均に比べると時期，地域の特性が

はっきりとはでなかった。標準偏差は特にかけ離
れたデータの影響を受けやすいことが原因と考え
られる。

４．確率降水量の経年変化
４．１ 移動部分標本頻度解析手法
２．では降水量の経年的生起特性は変化しない，

すなわち気候変化がないと仮定した。ここで気候
変化とは，平均値と標準偏差の両方または一方が
変わることを指す。しかし，３．で平均と標準偏差
の経年変化について述べたように，降水量の生起
特性に変化が起きている今，従来の方法による利
水，治水計画の安全度評価の見直しの必要性の検
討や新たな管理手法の検討が当然求められる。そ
こで，次に述べる降水量時系列の経年的非定常性
を考慮できる頻度解析（移動部分標本頻度解析）
を行い，確率降水量の経年変化について検討す
る。
対象とした降水量，地点は２．で用いたものと同じ

とする。確率降水量の経年変化を分析する方法とし
て，移動部分標本毎に確率降水量を算出する。移動
部分標本の長さは，月，季節，年降水量では３．で述
べた３１年とする。年最大日降水量は１００年という長
いリターンピリオドを対象とするためそれを５１年と
する。それぞれ３１年間，５１年間は定常と仮定して頻
度解析を行い，確率降水量を算出するということで
ある。移動部分標本の数は，その長さ３１年で７０個，

５１年で５０個となる。以下，t，uをそれぞれt番目の３１
年移動部分標本（t＝１，２，…，７０），u番目の５１年移動
部分標本（u＝１，２，…，５０）と定義する。t＝１は
１９０１～１９３１年，t＝７０は１９７０～２０００年の部分標本
を意味する。
また，各移動部分標本にあてはめる確率分布モ

デルは２．の結果，適合度の良いものを採用した。
すなわち，全データ（１９０１～２０００年）において適
合度の良いものをその各移動部分標本にあては
め，確率降水量を算出するのである。この妥当性
を検討するために，長野を例にとって検討した結
果，全データにおいて適合度の良い確率分布と，
その各移動部分標本で適合度の良い個数が最も多
い確率分布が一致した。長野のデータだけの検討
で十分ではないかも知れないが，とりあえず，こ
こでは他の地点でも同様のことが生起すると類推
した。これは今後検討しておかねばならない一つ
の課題である。ただし，その類推が間違っていて
も今回得られた結果は大きく異なることはないと
推測される。

４．２ 確率降水量の経年変化
以下，本研究で対象とした各種降水量の確率降

水量の経年変化について述べる。
（１）月降水量
① １月降水量

１月降水量の非超過リターンピリオド１０年
確率降水量（月単位以上の１０年確率降水量は利
水上の計画・管理問題に関わる可能性がある。）
の７０年当たり変化率（トレンドから算出，以
下，（１）項，（２）項では，ここで定義した変
化率について述べる。）は特に目立った地域特
性はみられない。減少率が最も大きいのは石
巻の−６２％である。しかし，１月の太平洋側
の降水量は少なく，確率降水量自体も少ない
ので，減少量は少ない。降水量の多い日本海
側では，札幌では増加率＋５９％で大幅に増加
しているが，その他は減少傾向が多い。

② ２月降水量
北日本で増加傾向，東日本，西日本，南西

諸島で減少傾向が多く，傾向がはっきりとわ
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かれる。最も減少率が大きい地点は帯広の
−７５％であるが，確率降水量自体が少ない。
（定常頻度分析で４．８mm）その他で減少率の大
きい地点は徳島の−６５％，宮崎の−５５％，那
覇の−５４％などである。

③ ３月降水量
北海道では増減の傾向が混在している。そ

の他では，東海，近畿で増加傾向，東日本の
北部，四国，中国，九州，南西諸島で減少傾
向である。減少率が大きい地点は帯広の
−６２％，那覇の−５２％，多度津の−３５％など
である。

④ ４月降水量
北日本の太平洋側，関東，南西諸島で減少

傾向の地点が多く，岐阜より西側では増加傾
向の地点が多く，傾向がはっきりと分かれる。
減少率が大きい地点は石垣島の−６６％，宇都
宮の−３７％，水戸の−３６％などである。

⑤ ５月降水量
関東，南西諸島で減少傾向，その他は増加

傾向である。特に，中国，四国，九州など西
日本で大きな増加傾向を示す地点が多い。那
覇で−４９％とやや減少率が大きい。また，宮
崎では増加率が＋９０％と確率降水量が約２倍
に増えたことになる。その他で増加率が大き
い地点は鹿児島の＋５９％，高知の＋５５％，境
の＋５４％，多度津の＋５３％などである。

⑥ ６月降水量
北海道，南西諸島では減少傾向であるが，

その他は増加傾向の地点が多い。特に，長野
県より西で増加率の大きい地点が目立つ。那
覇で−３４％とやや減少率が大きい。増加率の
大 き い 地 点 は，敦 賀 の ＋１０１％，長 崎 の
＋８８％，浜松の＋７５％などである。

⑦ ７月降水量
北海道，南西諸島で減少傾向，その他は概

ね増加傾向である。特に，関東，近畿，中国
で増加率の大きい地点がみられる。南西諸島
では那覇の−７１％，名瀬の−６３％，石垣島の
−３９％と減少率が大きい。増加率が大きい地
点は，横浜の＋１７１％，東京の＋１３１％，大阪

の＋９７％などである。
⑧ ８月降水量

東北南部，関東，近畿，中国，九州東部で
減少傾向，北海道，東北北部，東海，四国，
九州西部，南西諸島で増加傾向であり，増減
の傾向の地域が混在しているといえる。減少
率が大きい地点には福島の−５３％，神戸の
−４９％などがある。増加率が大きい地点には
石垣島の＋１４７％，浜松の＋１３５％，飯田の
＋１１６％があり，確率降水量が２倍以上になっ
ている。

⑨ ９月降水量
増加傾向はほんの一部であり，全国的に減

少傾向である。特に，関東，近畿，四国で減
少率が大きい。減少率が大きい地点は和歌山
の−６６％，徳島の−６１％，多度津の−５９％な
どである。

⑩１０月降水量
北海道日本海側，西日本の一部で増加傾向

であるが，その他は減少傾向である。特に，
東北，関東，東海，近畿で減少率が大きい。
減少率が大きい地点は浜松の−７５％，福島の
−５５％，宮古の−５４％などである。

⑪１１月降水量
石垣島で増加率が＋５７％とやや大きいが，

全国的に減少傾向である。特に，北海道，東
海，近畿，四国で減少率が大きい。減少率が
大きい地点は帯広の−７５％，大分の−６１％，
徳島の−６１％などである。

⑫１２月降水量
北海道，東北の一部で増加傾向であるが，

その他は減少傾向である。特に，東北，東日
本太平洋側で減少率が大きい。ただし，１２月
の降水量は太平洋側では少なく，確率降水量
自体も少ない。降水量の多い日本海側で減少
率の大きい地点は境の−４３％，山形の−３９％，
彦根の−３８％などである。

（２）季節降水量
① 春降水量（３～５月）

北海道太平洋側，東北南部，関東，南西諸
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島で減少傾向，北海道日本海側，東海，近畿，
九州南部で増加傾向である。増加率の大きい
地点は旭川の＋２４％，京都の＋２４％，札幌の
＋２３％などである。減少率の大きい地点は石
垣島の−４０％，那覇の−２０％，伏木の−１８％
などである。

② 夏降水量（６～８月）
北海道日本海側，九州の一部，南西諸島で

減少傾向，北海道東部，東日本，近畿，中国，
四国で増加傾向である。特に，日本の中央部
で増加傾向が大きいのがみてとれる。南西諸
島では石垣島の−２７％，那覇の−２１％，名瀬
の−１３％と大きな減少率となっている。増加
率の大きい地点は京都の＋５９％，浜松の
＋４７％，敦賀の＋４３％などである。

③ 秋降水量（９～１１月）
増加傾向の地点はみられず，全国的に減少

傾向である。特に，関東，東海，近畿，四国，
九州南部など太平洋側で大きな減少率である。

減少率が大きい地点は，甲府の−４７％，徳島
の−４５％，高知の−４１％などである。

④ 冬降水量（１２～２月）
北海道の一部で増加傾向であるが，その他

は減少傾向である。特に，東北南部，東日本
太平洋側，西日本日本海側で大きな減少率であ
る。札幌では増加率が＋２６％と大きい。減少率
が大きい地点は甲府の−４５％，松本の−４３％，
徳島の−４０％などである。

（３）年降水量
図４に年降水量の非超過リターンピリオド１０年

確率降水量の７０年当たりの変化率をプロットした
ものを示す。全国的に減少傾向が多い。特に，東
北南部，関東，南西諸島で大きな減少率である。
京都は増加率が＋１４％とやや大きい。減少率が大
きい地点は石垣島の−１８％，那覇の−１８％，前橋
の−１８％などである。
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図４ 年降水量の非超過リターンピリオド１０年確率降水量の７０年当たりの
変化率，単位：％（灰色の丸印は観測所の位置を示す。）
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（４）年最大日降水量
図５に年最大日降水量の超過リターンピリオド

１００年確率降水量（これは治水上の計画・管理問題
に関わる可能性が大きい。）の５０年当たりの変化
率をプロットしたものを示す。全国的に増加傾向
が多く，北海道日本海側，東日本太平洋側，近
畿，九州北部で顕著に傾向が現れている。減少傾
向も所々にあるが減少率の特に大きな地点はな
い。増加率の大きな地点は寿都の＋６５％，浜田の
＋５５％，熊谷の＋５１％などである。
以下に結果を簡単に纏める。
長期間（月・季節・年）の非超過確率降水量が

減少していれば，少雨時の降水量が減っているこ
とであり，渇水の危険度が増加していることにな
る。年降水量の非超過リターンピリオド１０年確率
降水量は，減少地点が多く，全国的に渇水の危険
度が増加しているといえる。また，渇水は季節を
問わず発生している。季節別にみると，地域に
よって多少の差があるが，春，夏降水量の非超過

リターンピリオド１０年確率降水量は増加傾向の地
点も多い。しかし，秋，冬降水量では全国的に減
少傾向であり，より渇水の危険度が増加している
といえる。季節により増減の傾向がはっきりとわ
かれた。各月の傾向も季節のそれに準ずるもので
あった。
年最大日降水量の超過確率降水量が増加してい

れば，大雨時の降水量が増えていることであり，
洪水の危険度が増加していることになる。年最大
日降水量の超過リターンピリオド１００年の降水量
は増加傾向の地点が多く，増加率が大きい地点も
ある。

５．あとがき
本研究は日本列島に分布する１００年以上にわた

る連続日降水量観測記録がある５１または４７地点に
ついて年，季節，月，および年最大日降水量時系
列の経年的非定常性を確認するとともにそれが明
確に確認できる期間長（標本数）を明らかにし，
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図５ 年最大日降水量の超過リターンピリオド１００年確率降水量の５０年当
たりの変化率，単位：％（灰色の丸印は観測所の位置を示す。）
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非定常性を考慮できる頻度分析，すなわち移動部
分標本（movingpartialsample）頻度解析を行い，
対応する確率降水量の地点別のトレンド等を検討
し，将来の利水・治水計画・管理に参考となる情
報を提供することを目的として行ったものであ
る。以下に得られた研究成果を要約する。
① 移動部分標本頻度解析を行う前の準備段階と

して，従来の方法である降水量の経年的定常
性を仮定して，適合度の良い分布を探索した。
その結果，各種降水量に対するピアソン系の
分布の適合性がかなり良好であることが示さ
れた。

② 降水量時系列の非定常性を確認するために，
分布を決定する基本的要素である平均と標準
偏差の経年変化を検討した。その結果，平均，
標準偏差とも時期・地域により増加，あるいは
減少の傾向を示しており，非定常性が把握さ
れた。特に，平均においてその変化傾向が顕
著であった。

③ 移動部分標本頻度解析を行い，確率降水量の
経年変化について検討した。全国的に年降水
量のリターンピリオド１０年非超過確率降水量
は減少傾向であり，降水変化によって渇水の
危険度が増加していることが示された。また，
季節別にみると，春，夏は上述の非超過確率
降水量が増加している地点もあるが，秋，冬
はほぼ全地点で減少傾向であり，はっきりと
傾向がわかれた。年最大日降水量はリターン
ピリオド１００年超過確率降水量が増加傾向の地
点が多く，洪水の危険度が増していることが
示された。
本研究は過去のデータを統計的手法により推論

して，降水量時系列の非定常性を示し，確率降水
量の経年変化を把握した。だが，降水変化が何
故，どのような原因で起きているかという，物理
学，気候学的側面には触れていない。今後はこの
ような側面からの検討結果も加えていき，より信
頼性の高い渇水災害や洪水災害の対策・管理手法
を検討していきたいと考えている。
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